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No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

1

１．事務職員の職
務専念義務につい
て
（１）職務専念義
務の免除の承認に
ついて

　静岡市立高校では、ＰＴＡ会計の事務
処理を事務職員が行っている。しかし、
事務職員がＰＴＡ会計の事務処理を行う
ことについて、教育委員会へ職務専念義
務免除願出書は提出されておらず、職務
専念義務の免除について、教育委員会の
承認は得られていなかった。
　教育委員会の承認が得られていない状
態で、事務職員が勤務時間内にＰＴＡ会
計の事務処理を行うことは、法令等に違
反するものである。法令等に準拠した手
続が必要である。

平成29年度措置報告項目

対応済 28年度

平成30年度措置報告項目

指摘事項

平成28年度措置報告項目

特定の事件（テーマ）：学校教育に関するの事務の執行について

Ⅰ．静岡市立高校
　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超え
るものと考えますが、指摘内容についての自発的な
対策として、次のとおり対応するこ
ととしました。
　ＰＴＡ活動は、教職員と保護者とで構成された団
体が学校教育活動と不即不離の関係
を保ちながら、当該学校の適正かつ円滑な運営に寄
与することを目的に行われてきた歴
史があることから、これまで当該ＰＴＡ活動と公務
とが明確に区別しにくい状況が生じ
ていました。
　指摘を踏まえ、今後は、ＰＴＡ会計の事務処理の
うち公務と明確に区分できる場合には、これを職務
専念義務免除承認申請の対象とすることとし、公務
と明確に区分できる事務の検証について、今後ＰＴ
Ａと協議を進めてまいります。
（静岡市立高等学校）



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

2

１．事務職員の職
務専念義務につい
て
（２）職務専念義
務の免除の要件に
ついて

　静岡市職員の職務に専念する義務の特
例に関する規則を読むかぎり、市の職員
が、勤務時間内にＰＴＡ会計の事務を行
う場合には、ＰＴＡの「役員、職員等の
地位を兼ね」ることが前提になっている
と考えられる。しかし、ＰＴＡ会計の事
務を行っている事務職員３名のうち、２
名については、ＰＴＡの評議員を兼ねて
いるが、１名については、この要件を充
たしていないことが判明した。
　市の事務職員が、ＰＴＡの役員等を兼
ねることなく、ＰＴＡ会計の事務を行う
ことは、法令等に違反するものである。
法令等に準拠した手続が必要である。

3

２．教職員の兼職
兼業について
（１）教育委員会
の承認について

　ＰＴＡが主催する学習支援事業に従事
し、ＰＴＡから報酬を受け取っている教
員の中に、兼職（兼業）承認申請書の提
出がなされておらず、教育委員会の承認
を得ていない者が３名いた。
　教育委員会の承認が得られていない状
態で、教職員がＰＴＡから報酬を受け
て、公務以外の業務を行うことは、法令
等に違反するものである。
　法令等に準拠した手続が必要である。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　指摘を受けた職員についての兼職（兼業）承認申
請書は、教育委員会に提出し、承認を得ました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度
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4

２．教職員の兼職
兼業について
（２）兼職兼業に
よる報酬について

　兼職（兼業）承認申請書を確認したと
ころ、教育委員会へ届け出た申請書の報
酬見込額は一律80,000円と記載されてい
る。しかし、ＰＴＡから実際に受け取っ
ている金額を見てみると、報酬見込額の
申請者50名のうち、80,000円を超えてい
る者は42名となっており、大半の教員が
申請額以上の報酬を受け取っていること
が判明した。超過者42名の超過金額を合
計すると、超過金額は3,158,460円に達し
ている。しかし、教育委員会の承認を超
える兼業を行った職員については、全員
追加の承認手続が行われていなかった。
　教育委員会が承認した見込額を超える
報酬を受けとる場合には、その都度、職
務への影響の検討を行い、追加の承認を
受ける必要があると考える。
　また、申請書に報酬の見込額を記載す
るにあたっては、過去の実績や当年度の
計画等から合理的な金額を見積もり、大
幅な乖離が生じないようにすることも必
要である。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　兼職兼業による報酬額については、実績を考慮し
た兼職（兼業）承認申請書を教育委員会に提出し、
承認を得ました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度

5

２．教職員の兼職
兼業について
（３）兼職（兼
業）内申書の押印
について

　兼職（兼業）内申書は、学校長名で教
育委員会へ提出されるものであるが、す
べての内申書において、学校長の押印が
なかった。
　兼職（兼業）内申書には、すべて学校
長が内容を確認したうえで、学校長印を
押印し、教育委員会へ提出する必要があ
ると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　当該内申書は、教育委員会へ提出する際に決裁文
書により意思決定を行っており、内申書へ文書番号
を付して公文書として提出しています。
　公文書管理規程第23条第２項の規定により、内部
へ提出する文書については、公印省略による取扱い
をしているため、指摘には当たらないと考えます。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度
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6

３．多額の繰越残
高を有する会計に
ついて①

　静岡市立高校には、繰越残高が多額と
なっているＰＴＡ会計がある。平成26年
度の残高が100万円以上のもの（積立金を
含む）を合わせると、合計残高は、
15,946,025円となっている。
　多額の繰越が積み上がってきていると
いうことは、これまで、その年度に必要
とする金額以上に、お金を徴収してきた
可能性が高い。
　現状の会費の設定金額が妥当かどう
か、過去の支出状況等を考慮のうえ、検
証する必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度

7

３．多額の繰越残
高を有する会計に
ついて②

　学校が必要以上に多額の残高を保有す
ることは望ましくないため、多額となっ
ている繰越残高の処分方法について、関
係者間で話し合い、慎重に検討すること
が必要と考える。
　また今後、実際に繰越残高を取り崩し
て支出を行った場合には、その内容をＰ
ＴＡ総会等で開示し、保護者への説明責
任を果たすことも必要である。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度
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8

４．田安門保存費
積立金について

　田安門は、市の財産台帳に記載されて
おらず、市有財産として認識されている
ものではない。そのため、田安門の維持
管理費用は、公費で負担しているのでは
なく、市立高校のＰＴＡだけが負担して
いる状態である。
　田安門は、静岡市の設立した高校内に
設置されているものであり、国の有形文
化財として登録されているものでもあ
る。このような文化財は、市が積極的に
管理をすべきであり、保存費について
も、市立高校のＰＴＡだけが負担するの
ではなく、公費で負担することが望まし
いと考える。
　市立高校の保護者から集めたお金は、
文化財の保存費として使用するよりも、
生徒にとって有用な事業に使用し、生徒
の教育に還元すべきと考える。

田安門は昭和33年に西草深公園から静岡市立高校に
移築後、昭和58年まで「正門」として使用してお
り、昭和58年に本校敷地整備に伴い現在の位置に移
設した後も「静岡市立高校の象徴」として本校卒業
生、在校生から親しまれ「静岡市立高等学校旧正
門」として国の登録有形文化財に指定されておりま
す。

田安門の取り扱いについては、指摘事項を関係課
と調整し、整理した結果、平成30年２月15日付で本
校の所管する財産として登録するとともに、維持管
理費については公費で負担する旨をＰＴＡに伝えま
した。今後は文化財課の指導の下、適切な管理を
行ってまいります。

措置済 29年度

9

５．修繕積立金に
ついて

　静岡市立高校の会計には、修繕積立金
がある。この修繕積立金の用途等につい
て確認したところ、この積立金は、80周
年記念事業に使用される予定のものであ
ると回答があった。
　修繕積立金という名称を使用し、ＰＴ
Ａ会費からその積立を行うことは、本
来、公費で負担すべきものを保護者が負
担しているのではないか、という誤った
印象を与えかねない。この修繕積立金に
ついては、その名称を80周年記念事業積
立金など、実態に即した適切なものへと
変更し、使途を限定することにより、公
費で負担すべきものとの区分を明確にし
ておく必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　修繕積立金という名称は、公費負担すべきものを
ＰＴＡに負担させるという誤認を与えるものである
ということを含め、本件は、ＰＴＡ活動に関わる指
摘事項のため、その内容をＰＴＡ会長等役員に伝え
ました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度
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10

６．施設整備費に
ついて

　部活振興費の支出の中に、施設整備費
として、換気扇修繕工事、音楽準備室入
口スチールドア　グレモンハンドル取替
などがあった。
　地方財政法、学校教育法等の趣旨から
すると、市立高校においても、建物・施
設関連の支出、特に修繕や取替といった
支出については、原則として、公費で負
担することを検討する必要があると考え
る。

11

７．トイレ清掃費
について

　静岡市立高校では、トイレ清掃費の約
８割が、ＰＴＡ会費から支出されてお
り、保護者負担となっている。
　通常発生するトイレの清掃費用は、学
校教育法第５条にいう「学校の経費」に
該当すると考えられる。
　静岡市立高校においても、原則とし
て、公費で負担することを検討すべきで
ある。

　市立高等学校は、「公立高等学校」として県立高
等学校と同様の学校運営をしていることから、県が
作成した「学校運営における公費支出の基準」を市
立高等学校の「基準」と位置付けて運用していま
す。この基準に基づき、負担の区分を行い、適正に
運用しています。
　その基準において「ＰＴＡ等学校関係団体が主催
又は共催する事業及びＰＴＡ等学校関係団体の意思
により実施される部活動、進路指導、学校行事等の
充実や教育環境の整備などの事業に要する経費につ
いては、ＰＴＡ等学校関係団体から支援を受けるこ
とが可能である。ただし、ＰＴＡ等学校関係団体の
理事会や総会等で事業計画及び予算が機関決定され
たものに限る。」と規定されています。
　この規定に基づいて、部活動に係る施設整備費、
トイレ清掃費、引率旅費ともに、ＰＴＡが経費を負
担することは、ＰＴＡ総会に諮り決定されており、
指摘には当たらないと考えます。
（静岡市立高等学校）

措置済 28年度
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12

８．旅行命令があ
る場合の引率旅費
について

　静岡市立高校では、部活動の大会等で
教職員が生徒を引率する場合、その旅費
については、保護者が負担している。し
かし、こうした引率の中には、学校から
教職員へ旅行命令が出ているものも多く
見受けられた。
　この場合、教職員による生徒の引率
は、学校からの命令によるものであるか
ら、学校側では、この業務を公務と認識
しているはずである。しかし、それに伴
う旅費は、公費ではなく、保護者預かり
金（教育振興費）から支払われており、
公務に伴う旅費を保護者が負担してい
る、という状況となっている。
　公務として旅行命令がある場合の旅費
は、本来、保護者が負担するものではな
く、公費で負担すべきものと考える。

13

９．公費支出の基
準について

　静岡市立高校では、公費負担と私費負
担の基本的な考え方や、具体的な区分等
について、明確に定められたものはな
い。実務上は、静岡県教育委員会が作成
した「学校運営における公費支出の基
準」を参考にしながら、処理をしている
とのことであった。
　現在、保護者が負担している経費の中
には、本来、公費で負担すべきと考えら
れるものが含まれている。公費と私費の
区分については、静岡市の基本的な考え
方を明確にしたうえで、静岡市独自の基
準を作成し、それにもとづいて、適正に
区分処理するという運営を実施すべきと
考える。
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14

10．ＰＴＡ会計の
預金名義人につい
て

　静岡市立高等学校ＰＴＡ事務局事務処
理規程第22条第１項では、「預金の名義
人は、会長とする。」と定められてい
る。
　しかし、現状では、ＰＴＡ会計の名義
人は、事務長となっている。ＰＴＡ事務
局事務処理規程にしたがい、預金の名義
人をＰＴＡ会長とする必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度

15

11．領収書の連番
管理について

　学校徴収金が口座から引き落とせな
かった場合には、保護者が現金を学校に
直接持参して支払うことがある。その際
に学校側では、現金の受領と引き換え
に、領収書を発行している。この領収書
は、パソコンから打ち出したものを使用
しているが、領収書には、管理用の番号
が記入されていない。
　現状では、領収書の連番管理が出来て
いない状況である。使用する領収書につ
いては、未使用分も含め、連番が付され
たものに限定するなど、連番管理の仕組
みを構築する必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、自発的な対応策とし
て、予め一連番号を記載した領収書を導入すること
としました。
（静岡市立高等学校）

対応済 28年度

16

12．備品管理につ
いて

　備品台帳と現物の突合を実施したとこ
ろ、台帳に記載のない備品が、数点発見
された。
　備品管理上、台帳に記載のない備品が
存在することは望ましくない。これらの
備品については、調査等が済み次第、台
帳への記載を行う必要がある。また、同
じような備品が他にもないかどうか、今
一度調査する必要があると考える。

　平成28年度中に備品台帳と現物を再度突合し、台
帳に記載のない備品については台帳登録することと
しました。
　今後も、年に１回台帳と現物の突合を行い、適正
に管理していきます。
（静岡市立高等学校）

措置済 28年度
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17

１．事務職員の職
務専念義務につい
て
（１）職務専念義
務の免除の承認に
ついて

　清水桜が丘高校では、ＰＴＡ会計の事
務処理については、基本的には、ＰＴＡ
会費により事務職員を雇い、その職員が
事務処理を行っている。
　しかし、それだけではすべての業務処
理ができないため、市の事務職員２名も
事務処理を行っている。この事務職員が
ＰＴＡ会計の事務処理を行うことについ
て、教育委員会へ職務専念義務免除願出
書は提出されておらず、職務専念義務の
免除について、教育委員会の承認は得ら
れていなかった。
　教育委員会の承認が得られていない状
態で、事務職員が勤務時間内にＰＴＡ会
計の事務処理を行うことは、法令等に違
反するものである。法令等に準拠した手
続が必要である。

対応済 28年度　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
すが、指摘内容についての自発的な対策として、次
のとおり対応することとしました。
　ＰＴＡ活動は、教職員と保護者とで構成された団
体が学校教育活動と不即不離の関係を保ちながら、
当該学校の適正かつ円滑な運営に寄与することを目
的に行われてきた歴史があることから、これまで当
該ＰＴＡ活動と公務とが明確に区別しにくい状況が
生じていました。
　指摘を踏まえ、今後は、ＰＴＡ会計の事務処理の
うち公務と明確に区分できる場合には、これを職務
専念義務免除承認申請の対象とすることとし、公務
と明確に区分できる事務の検証について、今後ＰＴ
Ａと協議を進めてまいります。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

Ⅱ．静岡市立清水桜が丘高等学校



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

18

１．事務職員の職
務専念義務につい
て
（２）職務専念義
務の免除の要件に
ついて

　静岡市職員の職務に専念する義務の特
例に関する規則を読むかぎり、市の職員
が、勤務時間内にＰＴＡ会計の事務を行
う場合には、ＰＴＡの「役員、職員等の
地位を兼ね」ることが前提になっている
と考えられる。
　しかし、ＰＴＡ会計の事務を行ってい
る事務職員２名については、ＰＴＡの役
員等の地位を兼ねていないため、この要
件を充たしていないことになる。
　市の事務職員が、ＰＴＡの役員等を兼
ねることなく、ＰＴＡ会計の事務を行う
ことは、法令等に違反するものである。
法令等に準拠した手続が必要である。



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

19

２．教職員の兼職
兼業について
（１）兼職兼業に
よる報酬について

　ＰＴＡ学習支援事業の兼業承認申請書
を確認したところ、承認を受けたすべて
の職員の申請書において、報酬見込額等
が30,000円と記載されていた。一方で、
ＰＴＡ学習支援事業において、実際に支
払われた報酬が30,000円を超える職員は
50名中18名であり、10万円を超える報酬
を受け取っている職員も2名いた。しか
し、教育委員会の承認を超える兼業を
行った職員については、全員追加の承認
手続が行われていなかった。
　教育委員会が承認した見込額を超える
報酬を受けとる場合には、その都度、職
務への影響の検討を行い、追加の承認を
受ける必要があると考える。また、申請
書に報酬の見込額を記載するにあたって
は、過去の実績や当年度の計画等から合
理的な金額を見積もり、大幅な乖離が生
じないようにすることも必要である。

この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関するも
のではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　兼職兼業による報酬額については、実績を考慮し
た兼職（兼業）承認申請書を教育委員会に提出し、
承認を得ました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

20

３．ＰＴＡ会費等
の保護者負担額の
設定について

　ＰＴＡ会費と進路指導費は、単年度で
見ると、大幅な収入超過となっている。
この２年間のＰＴＡ会費の平均使用率は
65.2％で、進路指導費については43.3％
と、徴収した会費の半分以下の使用率に
留まっている。
　ＰＴＡ会則に規定されているとおり、
ＰＴＡが徴収する会費は、「経常的に生
じる費用に充てるため」のものである。
保護者（会員）から「経常的に生じる費
用」を徴収しているのであれば、その年
度に預かった金額は、その年度内で支出
を行うというのが、本来のあり方と考え
られる。徴収過多となっている現状を改
善するため、過去のＰＴＡ会計の支出状
況等を検証し、その年度内の支出に充て
るだけの金額水準で、会費の設定を行う
べきである。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

21

４．多額の繰越残
高を有する会計に
ついて

　平成25年4月1日の清水桜が丘高校の開
校時において、旧清水商業高校と旧庵原
高校の学校預り金残高の引継が行われて
いるが、清水桜が丘高校では、開校時点
において、すでに30,835千円の学校預り
金残高がある。
　学校が必要以上に多額の残高を保有す
ることは望ましくないため、多額となっ
ている繰越残高の処分方法について、関
係者間で話し合い、慎重に検討すること
が必要と考える。また今後、実際に繰越
残高を取り崩して支出を行った場合に
は、その内容をＰＴＡ総会等で開示し、
保護者への説明責任を果たすことも必要
である。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

22

５．特別会計につ
いて
（１）特別会計の
必要性について

　清水桜が丘高校では、教育振興費会計
のうち、進路指導費と部活振興費に「進
路指導費特別会計」と「部活振興費特別
会計」とが設定されている。
　学校預かり金は、公的な会計でないた
め、必ずしも公会計と同様の手続を行う
必要はないと考えられるが、公金に準じ
て管理されるべきものである。
　特別会計は、公会計と同様に、一般会
計以外の会計単位で管理すべき特別な必
要性がある場合にのみ、例外的に設置す
るものとして、それ以外の場合には、特
別会計という特殊な会計単位は、利用す
べきではないと考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
　なお、「静岡市立清水桜が丘高等学校PTA事務局事
務処理規程」の会計区分で、特別会計の設置が認め
られています。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

23

５．特別会計につ
いて
（２）多額の予備
費の計上について

　平成25年度の部活動振興費特別会計に
おいて、予算上は、収入額合計と支出計
が同額となるように「予備費」が計上さ
れている。その結果、4,921,000円と多額
の予備費が予算化されている。
　現状では、特別会計の使途について規
定がないため、ＰＴＡの個別承認がない
状態でも、一般会計と同様の支出を行う
ことが可能となっている。特別会計を設
置する場合には、特別会計についての明
確な規定を作成する必要があるととも
に、予算の作成時における多額の予備費
の計上は、慎重に行うべきである。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

24

６．ＰＴＡ会計
（１）ＰＴＡ会計
の預金名義人につ
いて

　事務処理規程第22条第１項では、「預
金の名義人は、会長とする。」と定めら
れている。しかし、現状では、ＰＴＡ会
計の名義人は、校長となっている。事務
処理規程にしたがい、預金の名義人をＰ
ＴＡ会長とする必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

25

６．ＰＴＡ会計
（２）公費と私費
の負担区分につい
て

　森林国営保険料55,970円が、ＰＴＡ会
計から支払われている。これは、清水桜
が丘高校で管理している山林に係る保険
料である。また、マラソン大会時の救護
に伴う学校医謝礼金も、ＰＴＡ会計から
支払われている。マラソン大会は学校行
事であり、ＰＴＡの実施事業ではない。
　森林国営保険料については、過去から
の経緯もあるとは思われるが、これらの
支出は、本来、公費から支出すべきもの
と考える。ＰＴＡの好意により、本来、
公費で支出すべきものをＰＴＡが負担し
ているような場合でも、ＰＴＡの会員は
毎年変わっているわけであるから、毎年
ＰＴＡ総会において、その旨を明記し
て、承認を得る必要があると考える。

　学校林に係る保険料については、ＰＴＡによる負
担を廃止した上で公費による支出を検討しました
が、樹木の育成状況も保険に加入するだけの資産価
値に乏しく、また、他校では保険に未加入であるこ
とから、保険の加入をとりやめることとしました。
　市立高等学校は、「公立高等学校」として県立高
等学校と同様の学校運営をしていることから、県が
作成した「学校運営における公費支出の基準」を市
立高等学校の「基準」と位置付けて運用していま
す。この基準に基づき、負担の区分を行い、適正に
運用しています。
　その基準において「ＰＴＡ等学校関係団体が主催
又は共催する事業及びＰＴＡ等学校関係団体の意思
により実施される部活動、進路指導、学校行事等の
充実や教育環境の整備などの事業に要する経費につ
いては、ＰＴＡ等学校関係団体から支援を受けるこ
とが可能である。ただし、ＰＴＡ等学校関係団体の
理事会や総会等で事業計画及び予算が機関決定され
たものに限る。」と規定されています。この規定に
基づいて、ＰＴＡが学校医謝礼金を負担すること
は、ＰＴＡ総会に諮り決定されており、指摘には当
たらないと考えます。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

26

６．ＰＴＡ会計
（４）自動販売機
販売手数料の設定
について

　自動販売機の販売手数料について、清
水桜が丘高校の開校後である平成25年度
以降は、販売手数料をゼロとする代わり
に販売価格を引き下げるという、契約内
容の変更を行っている。しかし、販売価
格や販売手数料について、ベンダー会社
との間で、覚書等の文書は取り交わして
いないとのことであった。
　自動販売機の設置において、販売価格
や販売手数料の変更は、契約内容の重要
な変更である。契約内容の重要な変更を
行う場合には、変更内容の覚書等を作成
しておく必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
　なお、当該自動販売機は行政財産の目的外使用許
可を得て設置されたもので、本指摘事項に係る契約
は平成26年度末で終了しております。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

27

７．ＰＴＡ学習支
援振興会会計
（１）ＰＴＡ学習
支援事業の年間計
画について

　ＰＴＡ学習支援事業の年間計画につい
ては、要綱で定められているとおりには
作成されていなかった。
　ただし、実際にＰＴＡ側でこの年間計
画を作成したとしても、それが内容を
伴ったものになるのかどうかは疑問なと
ころもある。
　要綱第３条については、実態に合った
記載内容に見直す必要がある。

対応済 28年度　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

28

７．ＰＴＡ学習支
援振興会会計
（２）要綱の単価
改訂の経緯につい
て

　ＰＴＡ学習支援事業については、年間
計画書をＰＴＡ側で作成していない事実
や、単価改訂にもＰＴＡが関与していな
い事実を考えると、この事業が、ＰＴＡ
の積極的な意思により行われている事業
かどうかは、疑わしいと言わざるをえな
い。
　今後は、事業の運営上、重要な事項に
関する意思決定の際には、当然ＰＴＡを
関与させる必要があるとともに、現状の
事業のあり方についても、ＰＴＡととも
に全体的に見直す必要があると考える。

29

７．ＰＴＡ学習支
援振興会会計
（３）要綱の改訂
手続について

　要綱の改訂について、監査人が提出を
受けた要綱は、二重線による金額訂正が
手書きで行われていた。
　また、附則も手書きの二重線で訂正さ
れていたが、ともに訂正箇所には、訂正
印がない。訂正印のない二重線による取
り消しは、文書の変造、改ざんとみなさ
れる恐れがある。
　要綱の訂正を行う際に用いる方法とし
て、適切な方法とはいえないので、今後
は留意する必要がある。



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

30

７．ＰＴＡ学習支
援振興会会計
（４）要綱の承認
手続について

　ＰＴＡ学習支援事業に関する要綱が、
ＰＴＡ総会で未承認の状態となってい
る。
　ＰＴＡ学習支援事業は、ＰＴＡが主催
する事業であり、また、要綱上も総会の
承認を得ることになっている。
　要綱が、ＰＴＡの未承認のままとなっ
ている状況は不適切である。速やかにＰ
ＴＡ総会における承認を得る必要があ
る。

31

８．旅行命令があ
る場合の引率旅費
について

　清水桜が丘高校では、部活動の大会等
で教職員が生徒を引率する場合、その旅
費については、保護者が負担している。
しかし、こうした引率の中には、学校か
ら教職員へ旅行命令が出ているものも多
く見受けられた。
　この場合、教職員による生徒の引率
は、学校からの命令によるものであるか
ら、学校側では、この業務を公務と認識
しているはずである。しかし、それに伴
う旅費は、公費ではなく、保護者預かり
金（教育振興費）から支払われており、
公務に伴う旅費を保護者が負担してい
る、という状況となっている。
　公務として旅行命令がある場合の旅費
は、本来、保護者が負担するものではな
く、公費で負担すべきものと考える。

28年度　市立高等学校は、「公立高等学校」として県立高
等学校と同様の学校運営をしていることから、県が
作成した「学校運営における公費支出の基準」を市
立高等学校の「基準」と位置付けて運用していま
す。この基準に基づき、負担の区分を行い、適正に
運用しています。
　その基準において「ＰＴＡ等学校関係団体が主催
又は共催する事業及びＰＴＡ等学校関係団体の意思
により実施される部活動、進路指導、学校行事等の
充実や教育環境の整備などの事業に要する経費につ
いては、ＰＴＡ等学校関係団体から支援を受けるこ
とが可能である。ただし、ＰＴＡ等学校関係団体の
理事会や総会等で事業計画及び予算が機関決定され
たものに限る。」と規定されています。
　この規定に基づいて、ＰＴＡが引率旅費を負担す
ることは、ＰＴＡ総会に諮り決定されており、指摘
には当たらないと考えます。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

措置済
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32

９．公費支出の基
準について

　清水桜が丘高校では、公費負担と私費
負担の基本的な考え方や、具体的な区分
等について、明確に定められたものはな
い。実務上は、静岡県教育委員会が作成
した「学校運営における公費支出の基
準」を参考にしながら、処理をしている
とのことであった。
　現在、保護者が負担している経費の中
には、本来、公費で負担すべきと考えら
れるものが含まれている。公費と私費の
区分については、静岡市の基本的な考え
方を明確にしたうえで、静岡市独自の基
準を作成し、それにもとづいて、適正に
区分処理するという運営を実施すべきと
考える。

33

10．収支予算書の
作成時期について

　ＰＴＡ会則では、収支予算書は、毎事
業年度の開始の日の前日までに、会長が
作成し、役員会の承認を受けなければな
らないことになっている。しかし、実務
上は、ＰＴＡ会則どおりに事務は行われ
てはなく、ＰＴＡ会則と実務の実態とが
乖離している状況となっている。
　本来であれば、ＰＴＡ会則通りに収支
予算書を作成すべきである。前年度の収
支が決まっていない段階で、収支予算書
を作成するのは、実務的には困難である
というのであれば、ＰＴＡ会則の見直し
を行う必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

34

11．ＰＴＡ総会に
おける決算報告の
網羅性について

　ＰＴＡ会計においては、高校設立時の
平成25年度から、10周年記念事業に向け
て、年間10万円の積立を行っている。し
かし、ＰＴＡ総会の資料には、積み立て
られた金額についての報告が記載されて
いない。総会資料において、現時点での
残高を明示するとともに、監事による監
査報告も記載するべきである。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

35

12．緊急時保存食
の購入時期（学年
会計1年生）につい
て

　清水桜が丘高校では、学年費から緊急
時保存食を購入している。
　平成26年度において、この緊急時保存
食は９月に購入されていた。
　緊急時のための保存食という趣旨を考
えると、入学後間もなく購入するのが適
切であると考えられる。
　今後は、適切な時期に購入する必要が
ある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、自発的な対応策とし
て、本年度から５月中に配備することとしました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

36

13．監督・採点手
当金額の根拠の明
確化（全商簿記検
定会計）について

　全商簿記検定会計では、受験者が負担
する全商簿記検定受験料のうち、試験場
校経費が収入として充てられており、そ
の中から、監督・採点手当、事務手当な
どが支出されている。
　これらの手当について、算定の根拠と
なる要綱等は作成されておらず、事務手
当については、受験者数等から事前事後
の業務処理時間を勘案して、その都度決
定しているとのことである。
　ＰＴＡ学習支援事業では、要綱を定
め、その中で手当の支給を行っている。
　全商簿記検定会計においても、同様の
基準を作成する必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、自発的な対応策とし
て、平成28年度中に基準を作成することとしまし
た。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

37

14．部活振興費旅
費規定と支給基準
の整備（部活振興
費会計）について

　部活振興費からは、各種競技大会に参
加した際の旅費が支給されており、その
支給額は、「部活振興費旅費規定」と
「部活振興費支給基準（部活顧問及び引
率教員等）」で定められている。
　これらの最終更新日は、それぞれ平成
19年9月20日、平成21年3月31日となって
いた。
　これは、旧清水商業高校の規定を引き
続き使用しているものである。
　清水桜が丘高校は、平成25年4月1日に
新設した学校であるため、清水桜が丘高
校としての規定等を整備する必要があ
る。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　本件は、ＰＴＡ活動に関わる指摘事項のため、そ
の内容をＰＴＡ会長等役員に伝えました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

38

15．領収書の連番
管理について

　学校徴収金が口座から引き落とせな
かった場合には、保護者が現金を学校に
直接持参して支払うことがある。その際
に学校側では、現金の受領と引き換え
に、領収書を発行している。この領収書
は、パソコンから打ち出したものを使用
しているが、領収書には、管理用の番号
が記入されていない。
　現状では、領収書の連番管理が出来て
いない状況である。使用する領収書につ
いては、未使用分も含め、連番が付され
たものに限定するなど、連番管理の仕組
みを構築する必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、自発的な対応策とし
て、予め一連番号を記載した領収書を導入すること
としました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

対応済 28年度

39

16．分収林事業に
ついて
（１）土地貸借契
約書の契約者名に
ついて

　清水桜が丘高校では、水源涵養と植林
学実地学習を目的として、静岡市両河内
財産区より、土地を貸借している。しか
し、この契約では、契約者が「静岡市立
清水商業高等学校　校長」となってい
る。この土地の貸借契約は、地方教育行
政の組織及び運営に関する法律により、
本来は、学校長ではなく、地方公共団体
の長、つまり、市長（市長代理者を含
む）名で契約すべきものである。

　市長名で契約を締結するよう、平成28年10月26日
から静岡市両河内財産区と協議を開始しました。
（静岡市立清水桜が丘高等学校）

措置済 28年度

40

16．分収林事業に
ついて
（２）分収林事業
の今後の方向性に
ついて

　以前は、教育の一環として分収林事業
を行っていたが、現在は、まったく行っ
ていない状況となっている。分収林事業
については、賃貸借契約の解約を含めた
事業全体の見直しを行う必要があると考
える。

 分収林事業について、現状では教育の場としての活
用は難しく、また、分収林としての収益も期待でき
ないことから、契約の当事者である財産区や、これ
まで分収林の育成に関わってきた卒業生（同窓会）
の意見を踏まえ、平成３５年３月の賃借期間満了を
もって契約更新しないこととした。

措置済み 30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

41

１．学校預かり金
の着服対策につい
て
（１）領収書の連
番管理について

　着服のあった学校では、領収書控えの
管理が適切に行われてはなく、監査人が
往査した小中学校では、そもそも領収書
の連番管理を行う仕組みが出来ていな
かった。
　このような状況では、絶えず不正の機
会が存在していることになる。しかも、
領収書の連番管理を行う仕組みが出来て
いないのは、すべての小中学校に共通す
る状況である。
　つまり、現状の管理体制では、すべて
の小中学校で着服が可能な状態となって
いると言える。
　静岡市立のすべての小中学校におい
て、領収書の連番管理が出来る仕組みを
構築する必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　領収書の連番管理については、「静岡市立小・中
学校等準公金取扱基準」及びこれに基づいて静岡市
学校事務改善協議会が策定した「学校預かり金の手
引き」に規定されています。
　静岡市学校事務改善協議会を通じて全学校長あて
に、予め一連番号を記載した領収書を使用する旨の
手引きの変更を通知しました。
（教育総務課）

対応済 28年度

42

１．学校預かり金
の着服対策につい
て
（２）督促状の発
送管理について

　着服のあった学校では、着服の対象と
なった生徒の保護者へは、事務員が督促
状の発送を行わないようにしていた。督
促状の発送には、統制機能の側面もある
ため、督促状は未納者全員に漏れなく発
送されなければならない。
　督促状の作成が事務員によって行われ
るにしても、まずは、管理者（校長また
は教頭など）が、未納金の管理簿にもと
づき、督促状が未納者全員に対し漏れな
く作成されていることを確認する必要が
ある。そして、管理者自ら督促状を投函
したり、担任に手渡したりすることによ
り、漏れなく保護者のもとへ届けられる
ようにすることが必要である。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　未納金管理簿に基づいた督促状の作成及び督促状
発送作業の複数人での確認について「学校預かり金
の手引き」に追加規定し、全学校長あてに通知する
ことを静岡市学校事務改善協議会に依頼しました。
（教育総務課）

対応済 28年度

Ⅲ．小中学校



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

43

１．学校預かり金
の着服対策につい
て
（３）未納金の管
理簿作成について

　学校預かり金の未納者については、督
促記録簿が作成されているが、これは、
児童・生徒個人別の督促を実施したとい
う事実の履歴が記載されているだけであ
り、未納金の発生額、入金額、未納残高
が記載されているものではない。大半の
小中学校では、ある特定の時点における
未納者全員のリスト、個別の未納金額が
把握できる管理簿を作成してはいない。
静岡市立のすべての小中学校において、
未納金の管理簿を作成する必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　静岡市学校事務改善協議会を通じて全学校長あて
に、未納金管理簿を使用する旨の「学校預かり金の
手引き」への追加を通知しました。
（教育総務課）

対応済 28年度

44

２．教職員の兼職
兼業について
（１）教育委員会
の承認について

　監査人が往査した学校の中に、教頭が
ＰＴＡの会計事務を行っているという学
校があった。しかし、教職員課に確認し
たところ、「兼職（兼業）承認申請書」
の提出はなく、教育委員会の承認は得ら
れていなかった。
　教育委員会の承認がない状態で、教職
員がＰＴＡの会計事務を行うことは、法
令等に違反するものである。このような
場合には、あらかじめ「兼職（兼業）承
認申請書」を提出し、教育委員会の承認
を得ておく必要がある。
　また、教職員課によると、静岡市立の
小中学校で「兼職（兼業）承認申請書」
が提出されている学校はないとのことで
ある。他の学校においても、同様のこと
が起きている可能性があると考えられる
ため、全校的に「兼職（兼業）承認申請
書」の提出もれがないか調査を行い、適
正な手続を実施する必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
すが、指摘内容についての自発的な対策として、次
のとおり対応することとしました。
　ＰＴＡ活動は、教職員と保護者とで構成された団
体が学校教育活動と不即不離の関係を保ちながら、
当該学校の適正かつ円滑な運営に寄与することを目
的に行われてきた歴史があることから、これまで当
該ＰＴＡ活動と公務とが明確に区別しにくい状況が
生じていました。
　指摘を踏まえ、今後は、ＰＴＡ会計の事務処理の
うち公務と明確に区分できる場合には、これを兼職
（兼業）承認申請の対象とすることとし、公務と明
確に区分できる事務の検証について、今後ＰＴＡと
協議を進めてまいります。
（教職員課）

対応済 28年度
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45

２．教職員の兼職
兼業について
（２）教員がＰＴ
Ａの会計事務を行
うことについて

　教員の長時間労働が社会問題とされて
いる中、監査人が往査した学校では、教
頭がＰＴＡの会計事務を行っていたこと
から、兼務の状況等についてヒアリング
してみたところ、こうした事務が教頭の
負担になっていることがわかった。
　教員が兼職兼業を行う場合には、申請
書の提出以前の問題として、教員本来の
業務に支障はないと確実に言えるのかど
うかについて、改めて検討する必要があ
る。また、保護者が会計事務を行うこと
はできないのか、事務職員等が事務を行
う余地はないのかなど、代替的な方法に
ついても、検討する必要があると考え
る。

46

３．補助教材の選
定について

　現地調査を行った８校中６校では、授
業で使用する、教科書以外の補助教材に
ついて、選定過程を文書として残してい
なかった。補助教材は、保護者からの預
かり金を使用して購入するものである。
保護者への説明責任の観点からも、補助
教材の選定過程については、文書化して
おく必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　学校教育課長から各小中学校長宛に平成28年２月
22日付けで「平成28年度使用の補助教材の選択決定
について」を通知しました。その中で、今年度使用
した補助教材の効果と課題を検証及び記録の上、適
切に選択することと示してあります。
　また、教職員課長、学校教育課長から各小中学校
長宛に平成28年３月９日付けで「学校における補助
教材の適切な取扱いについて」を通知するととも
に、校長会にて直接校長に対して周知を図りまし
た。
（学校教育課）

対応済 28年度
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47

４．公費負担と私
費負担の区分につ
いて
（１）トイレ床パ
ネル代について

　平成25年度「生徒活動費」から、トイ
レ床のパネル代金として、70,875円の支
出があった。これは、地方財政法および
同法施行令で公費負担としている「建物
の維持及び修繕に要する経費」に該当す
るものである。公費で負担する必要があ
る。

　生徒活動費は、受益者負担が相当と考えられるも
ので、あらかじめ校長が預かる学校預かり金です。
このような私費と公費の負担の区分については、
「学校預かり金の手引き」に基準が規定されていま
す。
　その基準において、建物の維持修繕に要する経費
については公費負担と規定されていることから、通
常の建物の維持修繕は原則公費負担とするよう周知
徹底を図りました。
（教育施設課）

措置済 28年度

48

４．公費負担と私
費負担の区分につ
いて
（２）ダニ駆除、
ゴキブリ駆除費用
について

　「生徒活動費」から、ダニ駆除、ゴキ
ブリ駆除の費用として、151,200円の支出
があった。「静岡市立小中学校　学校預
かり金の手引」で私費負担としている各
項目は、児童・生徒の各個人に帰属する
支出、いわゆる受益者負担という性質を
持つ点で共通している。ここでの支出
が、そのような性質を持たないことは明
らかである。このような支出は、公費で
負担するのが適当である。

　生徒活動費は、受益者負担が相当と考えられるも
ので、あらかじめ校長が預かる学校預かり金です。
　このような私費と公費の負担の区分については、
「学校預かり金の手引き」に基準が規定されていま
す。その基準において、建物の維持修繕に要する経
費については公費負担と規定されており、これに基
づき、ダニ駆除については、公費により学校環境衛
生基準に従い年１回検査を実施し、対応を図ってい
ます。また、ゴキブリ駆除についても、公費により
費用を負担しています。
　今回のダニ駆除、ゴキブリ駆除は、健康的で快適
な学習環境を願う学校が公費で実施する検査を超え
て行った環境衛生活動です。
（教育施設課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

49

４．公費負担と私
費負担の区分につ
いて
（３）防球ネット
修繕費用について

　「部活動費」から、グラウンドの防球
ネット修繕の費用として、187,920円の支
出があった。防球ネットは、厳密には、
「建物」ではなく「設備」であるが、地
方財政法および同法施行令で公費負担と
している「建物の維持及び修繕に要する
経費」に準じて、公費で負担するのが適
当と考える。
　なお、ここでは、現地調査を行った小
中学校で発見したもののみを記載してい
るが、他の学校についても、同様の支出
が発生している可能性がある。保護者負
担の軽減の観点から、本来、公費で支出
すべきものを保護者が負担しているとい
うことがないよう、学校関係者に対し周
知徹底する必要がある。

　指摘事項の部活動費は、受益者負担が相当と考え
られるもので、あらかじめ校長が預かる学校預かり
金です。このような私費と公費の負担の区分につい
ては、「学校預かり金の手引き」に基準が規定され
ています。
　その基準において、建物の維持修繕に要する経費
については公費負担と規定されていますが、指摘の
グラウンドの防球ネットは、授業では使用されず教
育課程外に位置付けられる部活動のみに使用されて
いるものであり市で設置（公費負担）したものでは
ありません。
　また、今回の修繕は、防球ネット本来の機能に加
え部活動の安全かつ効率的な運営を目的に行われた
ものであり、公費で負担する建物の維持及び修繕を
超えるものです。
（教育施設課）

措置済 28年度

50

５．押印のない請
求書による支払い
について

　静岡地区学校生活協同組合から教材を
購入している学校において、同組合から
の請求書には、組合の押印がないにもか
かわらず、この請求書にもとづいて支払
が行われていた例が、複数見受けられ
た。
　正しい債権者からの正式な請求である
かが不明な状態で支払をしてしまうこと
を防止するためにも、請求書には先方の
押印が必要であり、押印のない請求書に
もとづいて支払をしてはならない。今後
の取扱いに留意する必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　請求書に債権者の押印が必要な旨を「学校預かり
金の手引き」に追加で規定するとともに、全学校長
あてに通知するよう手引きを作成した静岡市学校事
務改善協議会に依頼しました。
（教育総務課）

対応済 28年度
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51

６．物品購入等伺
書の決裁日につい
て

　授業で使用する教材を購入する際に、
教員が立替払いをする場合において、立
替払いの領収証日付よりも、物品購入等
伺書の決裁日付のほうが、後になってい
るものが２件発見された。
　物品購入等伺書の作成と校長等の決裁
は、「静岡市立小・中学校等準公金取扱
基準」の定めにしたがって、物品等の購
入の「事前に」行われなければならな
い。
　また、支出金額等が未確定の場合で
あっても、品名、数量、支出区分等を記
載し、立替払いよりも前に、物品購入等
伺書の決裁を受ける必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　物品等を購入する場合の事前の物品購入等伺書の
作成については、「静岡市立小・中学校等準公金取
扱基準」及び「学校預かり金の手引き」に規定され
ています。
　静岡市学校事務改善協議会から全学校長あてに、
改めて事前の物品購入等伺書の作成について通知す
るよう依頼しました。
（教育総務課）

対応済 28年度

52

７．現金集金につ
いて①

　学校預かり金を現金で集金する場合、
通常は、集金した現金が多額となるた
め、「静岡市立小・中学校等準公金取扱
基準」にしたがえば、金融機関への持ち
運びは、複数の職員等で対応することに
なるはずである。
　しかし、現金集金している学校へアン
ケート調査をした結果、複数の職員での
持ち運びを行っていない学校が１校ある
ことが判明した。
　現金集金の学校については、集金日に
は、原則通り、複数の職員での持ち運び
を行うべきである。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　現金の持ち運びについては複数の職員等で対応す
る旨が、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」
に規定されています。
　「学校預かり金の手引き」においてもその旨を規
定し、静岡市学校事務改善協議会から全学校長あて
に、通知するよう依頼しました。
（教育総務課）

対応済 28年度
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53

７．現金集金につ
いて②

　学校預かり金の集金は、基本的に口座
振替で行われており、月に一度、保護者
の口座から学校長の口座への振替を行う
のが一般的である。しかし、静岡市立小
中学校、全130校のうち12校は、現金で集
金を行っている。
　口座振替での集金を原則とする中で、
現金での集金を選択し、多額の現金を取
り扱う以上、紛失・盗難等が起こる事故
のリスク、着服等の不正が行われるリス
クが大きくなっているということを、学
校側も十分認識する必要がある。現金集
金を行う学校は、職員の持ち運び以外の
リスクについても、リスクへの対応が十
分に図られているかを再度検討したうえ
で、慎重な運用を行うことが必要と考え
る。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　学校預かり金の収納については口座振替を原則と
する旨が、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基
準」及び「学校預かり金の手引き」に規定されてい
ます。静岡市学校事務改善協議会から現金集金を
行っていた学校長あてに、改めてその旨を通知する
とともに、やむを得ず現金集金を行う場合のリスク
対応についても併せて通知するよう依頼しました。
（教育総務課）

対応済 28年度
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54

８．会計報告書の
純額表示について

　学年費会計においては、卒業時精算
金、転出者精算金として、保護者への返
還が行われることがある。
　この場合、支出金額については、収入
金額をマイナスする処理をしており、ま
た、学年費会計報告書においても、この
支出金額は、収入金額からマイナスさ
れ、差引後の金額（純額）が表示されて
いる。
　会計報告書は、保護者に向けた報告で
ある。監査を担当する保護者やそれ以外
の保護者が必ずしも会計の専門家ではな
いこと、また、実際に保護者から「わか
りにくい」という声が出ていることを考
えると、純額表示は望ましくないと考え
られる。
　また、卒業時精算金と転出者返還金
は、現金の支出を伴うものである。
　これらについては、収入の控除項目と
して表示するよりも、支出の内訳項目と
して表示したほうが、通帳の支出額と整
合性がとれるため、監査する保護者に
とっては理解しやすいものと考えられ
る。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　「学校預かり金の手引き」の予算書及び報告書の
様式を変更し、静岡市学校事務改善協議会を通じて
全学校長あてに、変更後の様式を使用するよう通知
しました。
（教育総務課）

対応済 28年度
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55

９．会計報告書の
支出内訳の摘要欄
について

　会計報告書の支出内訳の摘要欄には、
その費目の支出内容が記載されている。
現行の会計報告書作成システムでは、出
納簿上で一番早い日付の摘要欄が自動で
反映されてしまうため、それが会計報告
書にそのまま載っているとのことであ
る。不適当と思われるものについては、
会計報告書の記載を修正しているが、修
正が漏れてしまったものも見受けられ
た。
　同様のミスを減らすためには、出納簿
上で一番早い日付の摘要欄が自動で反映
されるという、現状の仕組みを見直すこ
とが必要である。会計報告書は、保護者
への報告が主要な目的であり、その目的
を果たすためにも、費目の摘要欄には、
日付の早いものを記載するのではなく、
主たる内容を記載すべきである。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　報告書様式の支出内訳の摘要欄への記載方法につ
いて、平成29年度から主たる内容を記載できるよう
対応するとともに、変更後は静岡市学校事務改善協
議会から全学校長あて通知するよう依頼しました。
（教育総務課）

対応済 28年度

56

10．会計報告書等
の誤表示について
（１）計算式と金
額の不一致につい
て

　会計報告書の摘要欄に記載された計算
式の結果と、金額欄に記載された金額
が、一致していないものが複数発見され
た。
　保護者への適切な報告という目的を達
成するためにも、計算式の結果と金額欄
は整合させる必要がある。
　今後、会計報告書の作成者と承認者
は、細心の注意を払う必要がある。

28年度対応済　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　会計報告書の作成及び確認について誤りがないよ
う「学校預かり金の手引き」に規定するとともに、
静岡市学校事務改善協議会から全学校長あて通知す
るよう依頼しました。また、これらを含めた会計処
理のチェックリストの作成についても併せて依頼し
ました。
（教育総務課）
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57

10．会計報告書等
の誤表示について
（２）会計報告書
の費目誤りについ
て

　小学校の学年費の予算書と会計報告書
において、支出金額に大きな差異のある
例が見受けられた。
　これは本来、「卒業関係費」として入
力すべきものを、誤って「修学旅行費」
として入力してしまったものである。
　この例では、予算書と会計報告書の金
額が明らかに相違しているため、会計報
告書の作成時またはチェック時に予算書
との比較を行っていれば、保護者への配
布前に誤りを発見できたはずである。
　保護者への会計報告を適切に行うため
にも、会計報告書の作成者とチェック者
は、より一層の注意を払う必要がある。

58

10．会計報告書等
の誤表示について
（３）予算書の誤
表示について

　小学校の学年費予算書の中に、昨年度
の数値の更新が漏れ、そのまま載ってい
たと考えられるものがあった。
　この予算書には、６名（校長、教頭、
事務主任、事務、主任、会計）の決裁印
が押印されているが、誰も金額の不一致
に気付くことなく、そのまま放置されて
いたことになる。
　予算書の作成者および決裁者は、より
一層の注意を払う必要がある。
　また、予算書作成システム上、不一致
が生じないように対応することも、有用
であると考える。
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59

11．備品管理につ
いて

　現地調査した中学校において、備品台
帳に記載されている「絵画」（金額100万
円） について、現物の所在場所を質問し
たが、複数の絵画のうち、どれがその絵
画に該当するのか不明であった。
　このような高額備品について、現物と
備品台帳の対応関係を学校が把握してい
ないことは、備品管理上、問題があると
言わざるをえない。
　実態を調査のうえ、他の備品と同様に
備品シールを貼付け、台帳との対応関係
を明確にしておくことが必要である。

　これまでは、額の裏面に備品票を貼ってありまし
たが、見える位置に貼り替えました。
 また、備品台帳には、保管場所や絵画の題名等を記
入し区別がつきやすいように見直しました。
　さらに、全校長対象の危機管理研修の中で物品管
理に係る研修を行い、校長会でも備品管理について
再度徹底するよう依頼しました。
（教育施設課）

措置済 28年度

60

12．学校施設の管
理状況について

　現地調査した小学校において、用務員
の作業スペース、用具置き場として使用
しているプレハブ小屋について、監査人
が確認したところ、老朽化が進んでお
り、耐震化もできていない状況であっ
た。
　公共建築物の耐震対策は、市としても
切迫した課題である。このプレハブ小屋
については、老朽化が目立つことから、
作業者の安全性を考慮し、早急に対応す
る必要がないか、今一度確認すべきと考
える。

　ご指摘のプレハブ小屋は、老朽化が進んではいる
ものの昭和60年建設であり新耐震基準以降の施工の
ため耐震性能は確保されています。
　また、建物の劣化原因となっている雨漏りについ
ては、修繕を行いました。
　なお、平成29年度に建物２階部分を児童クラブに
転用する検討をしているため、児童クラブ転用の際
は、屋根、外壁及び内部改修を実施する予定です。
（教育施設課）

措置済 28年度
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61

１．学校給食費の
未納問題への対応
について
（１）学校給食費
の未納額の把握に
ついて

　学校給食課の把握している給食費の未
納額は、監査人の調査結果と異なるもの
となっており、差異が生じていた。差異
の内容について調査したところ、学校側
が学校給食課へ提出した金額に誤りがあ
り、結果として、学校給食課の把握して
いる額が誤っていたことがわかった。
　学校給食課が把握している市全体の給
食費の未納額は、実際の未納額よりも
1,338,718円少なくなっており、正しい金
額ではない。学校給食課、学校側とも
に、給食費の未納額について、正しい金
額を把握するよう、努める必要がある。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　未納額の集計に認識の誤りがあったことから、改
めて報告方法を各学校に周知しました。
（学校給食課）

対応済 28年度

62

１．学校給食費の
未納問題への対応
について
（２）学校給食費
の未納問題への取
り組みについて

　静岡市では、学校給食費の未納額が市
全体でいくらあるのかを正しく把握して
いない。
　また、給食費の未納対策について、学
校現場では、市の統一ルールを示してほ
しいとの声が多く聞かれたが、市では、
そのような取り組みも行ってはいない。
　すべては学校任せということである。
条例、要綱、マニュアル等を整備して、
未納対策に取り組んでいる他市と比べる
と、静岡市の取り組みは遅れていると言
わざるをえない。
　学校給食費の未納問題への対応につい
ては、文部科学省の通知が出てから、す
でに５年以上が経過している。
　静岡市においても、文部科学省の通知
にしたがい、給食費の未納問題への取組
体制を構築する必要があると考える。

　この指摘事項は、本市の財務事務の執行に関する
ものではないため監査の範囲を超えるものと考えま
す。
　なお、指摘内容については、次のとおり自発的に
対応策を講じました。
　学校には、学校給食費以外にも学年費等の「学校
預かり金」があり、これらの適切な取扱いを確保す
るため、「静岡市立小・中学校等準公金取扱基準」
を定め、これに基づき作成した「学校預り金の手引
き」で、未納対策が示されています。
　しかしながら、学校給食費の徴収管理が学校事務
の負担になっていることや未納対策に限界があるこ
となど、課題があることも認識しており、今後は他
都市の状況（私会計での未納対策、私会計・公会計
それぞれのメリットやデメリット、徴収システム導
入にあたっての課題等）について調査を実施してい
きます。
（学校給食課）

対応済 28年度

Ⅳ.学校給食



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

63

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（１）直近の給与
による収入推計に
ついて
①　賞与明細の取
扱いについて

　「準要保護者」の認定事務において、
直近３ヶ月の給与明細等を利用して、年
間収入額を推計する場合がある。この事
例の中に、賞与明細の提出があったた
め、年間収入額に賞与を加味して「不認
定」となっているものと、賞与明細の提
出がなかったため、賞与を加味せず「認
定」となっているものとがあった。
　後者のケースにおいて、申請年度の賞
与の支給見込を検討せず、直近３ヶ月に
賞与の支給実績がないことを理由に、給
与支給額のみで年間収入を推計すると、
「認定基準値」と比較する「申請世帯収
入額」が小さく算出される。
　このような申請者に対しては、単純に
直近３ヶ月の給与明細等の提出を受ける
だけではなく、賞与の支給見込みの有無
についても、雇用契約書等の確認やヒア
リングなどの方法により、適切に把握す
る必要があると考える。

　指摘事項については、平成29年度申請分から対応
できるよう申請書裏面等に賞与支給見込みの有無欄
を設けることとしました。
（学事課）

措置済 28年度
Ⅴ．就学援助制度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

64

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（１）直近の給与
による収入推計に
ついて
②　非課税通勤手
当について

　①と同様に、直近３ヶ月の給与明細等
から年間収入額を推計している事例につ
いて検討したところ、給与明細に記載さ
れている「支給額」をもって年間収入額
を推計し、「非課税通勤手当」を控除し
ていないケースが発見された。
　通常、源泉徴収票等から年間収入実績
を把握する場合には、「非課税通勤手
当」は収入額に含まれていない。よっ
て、このケースでは、源泉徴収票により
年間収入実績を把握する場合よりも、
「非課税通勤手当」の分だけ、申請世帯
の収入額が大きくなっていることにな
る。このようなケースでは、単純に給与
明細書の「支給額」を集計するだけでは
なく、その内訳を十分に検討し、「非課
税通勤手当」を控除するなどの必要な調
整を加える必要がある。

　指摘事項については、給与明細等により年間収入
額を推計する場合に、「非課税通勤手当」を控除す
るよう対応しました。
（学事課）

措置済 28年度

65

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（２）事業所得者
と給与所得者の取
扱いについて
①　保険外交員等
の取扱いについて

　保険外交員等で年度途中から業務を開
始しているなど、職業変更の事由がある
場合には、確定申告書に代えて、直近の
「報酬明細」から年間収入額を推計する
ことがある。こうした事例を検討したと
ころ、収入額のみを集計し、必要経費を
控除していなかったために、本来「認
定」されるべきところを「不認定」とし
ていたケースが発見された。これは明ら
かに不適切な認定結果である。
　収入額を推計計算するにあたっては、
事業所得者と給与所得者の取扱いの相違
を明確に区別したうえで、その内容に細
心の注意を払い、正しいプロセスにもと
づいた収入計算を行う必要がある。

　指摘のケースについては、直接申請者に、明細書
中の必要経費にあたる部分の確認を行った上で審査
を行いました。確認については、「申請者の認定に
当たり、収入の中に控除されるべき必要経費が含ま
れていないか申告をしてほしい」ということを該当
校に伝え、学校から申請者に確認する方法を取って
います。その結果、申請者より「必要経費は無い」
との回答を得たため、収入が認定の基準を上回り、
結果として不認定と決定しました。
　しかしながら、必要経費についてわかりにくい制
度や用語があるため、必要経費についての申告書式
に、必要経費にあたるものがどのようなものかを明
記し、申請者が容易に判断できるよう丁寧な説明を
加えました。
（学事課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

66

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（３）申請者の自
己申告項目につい
て
①　児童手当と児
童扶養手当の混同
について

　「児童扶養手当制度」の適用を受けて
いない世帯が、申請書の「児童扶養手
当」の金額欄に、誤って「児童手当」の
金額を記入している例が、数件見受けら
れた。しかし、これらの事例について
は、誤りを修正することなく、認定計算
が進められていた。「児童手当」の金額
は、本来、申請者の収入に含めるべきも
のではない。この誤りを修正しないと、
申請世帯の収入額が、「児童手当」の分
だけ大きくなってしまうため、認定の判
定そのものを誤る恐れがある。
　「児童扶養手当制度」は、公的な手当
制度であり、適用対象世帯がその証明書
を有するものである。こうした書類を提
出書類に含め、関連する証憑を入手する
ことで、収入計算の誤りを防止すること
は十分に可能である。現行の取扱いにつ
いて、見直す必要があると考える。

　児童扶養手当制度に関連する証明書類について
は、平成29年度申請分から対応するよう提出書類に
追加しました。
（学事課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

67

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（３）申請者の自
己申告項目につい
て
②　養育費等の取
扱いについて

　「準要保護者」の認定事務において、
養育費等がある場合には、申請者の自己
申告額を収入に含めることとしている。
「養育費」については、申請者の自己申
告であることから、他の項目と比較する
と、その正確性、網羅性は脆弱であると
考えられ、その内容によっては、極めて
判断の難しい事情が含まれることも想定
される。しかし、現状の実務では、「養
育費」の「定義」が特に定められている
わけでもなく、「養育費」に該当するか
否かは、担当者の個別判断により処理さ
れている。
　担当者の判断の客観性を確保するた
め、どのようなものが「養育費」である
かという「定義」を定めるとともに、
「養育費」として取り扱わないことが許
容される場合の判断基準についても、明
確に定めておく必要がある。

　申請書の記載をする際、養育費の定義がわかりや
すいよう、平成29年度申請分から注意事項欄等に定
義を記載しました。
（学事課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

68

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（４）ガイドライ
ン等の策定につい
て

　認定事務を実施するにあたっては、
「就学援助認定事務入力作業マニュア
ル」があり、それにもとづいて、申請世
帯の収入額の計算が行われている。
　しかし、このマニュアルには、
（１）、（２）で見たようなケースにつ
いては、取扱いが示されていない。ま
た、（３）で見たような「児童扶養手
当」と「児童手当」の混同に伴う修正、
「養育費」の判断根拠等も示されている
わけではない。
　教育委員会事務局においては、これま
で見てきたような、認定事務の誤りやリ
スクを未然に防ぐための仕組みを構築す
る必要があると考える。
　現行の「事務処理要領」、「事務取扱
説明書」、「就学援助認定事務入力作業
マニュアル」については、相互に整合し
た一体としての改訂を行い、より実効的
で具体的なガイドラインを策定すること
が必要であると考える。

　「就学援助認定事務入力作業マニュアル」に、明
文化されていない取扱い等を追加するなど、「事務
処理要領」、「事務取扱説明書」についても連動し
た改訂を随時行うこととしました。
（学事課）

措置済 28年度

69

１．「準要保護
者」の認定事務に
ついて
（５）準要保護者
の具体的な認定基
準について

　静岡市では、「準要保護者」の具体的
な認定基準について、「その世帯の収入
額が生活保護基準の1.3倍以下」であるこ
との他、「その他、特別な事情により教
育委員会が必要と認める者」について
も、「準要保護者」として認定すること
としている。しかし、これが現実に適用
された例は見受けられない。
　静岡市においても、他の政令市と同
様、世帯の困窮の蓋然性を判断するにあ
たって、重要なものについては、「特別
な事情」の具体的な基準として明確に定
め、準要保護者の認定に反映させるべき
と考える。

　市としては、他の政令市のような「特別な事情」
の具体的な基準を設けずとも、全申請者に対し収入
状況を基準とした認定審査を行うことによって、世
帯の困窮の蓋然性の判断は適切に行っていると考え
ます。
　「特別な事情」の具体例としては、児童・生徒の
衣食住環境やＤＶ被害、ネグレクト等が想定されま
す。
　こういった事例について個別に対応し、就学が困
難と認められる場合に認定します。今後も他都市の
認定基準については、注視してまいります。
（学事課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

70

２．就学援助制度
と給食費の未納に
ついて

　静岡市の小中学校における給食費の未
納者のうち、在学中の62名、卒業生の23
名は、就学援助費の受給者であった。就
学援助費を受給している世帯が、市から
受給した援助費を「未納」とし、教育と
関係のない用途に使用するということ
は、決してあってはならないことであ
る。
　静岡市においても、他の政令指定都市
のような、いわゆる「学校長払い」と同
様の方法を利用することにより、就学援
助世帯の未納をなくす必要がある。

　今回指摘のあった学校給食費が未納の世帯につい
ては、現在就学援助費の一部により段階的に未納の
解消を進めています。
　しかしながら、学校給食費の徴収管理が学校事務
の負担になっていることや未納対策に限界があるこ
とも認識しており、今後は他都市等の状況（就学援
助費の学校長払いを含めた未納の未然防止策等）に
ついて調査を実施していきます。
（学事課）

措置済 28年度

71

１．遠距離通学費
補助金
（１）適切な通学
区域の設定につい
て

　足久保小学校では、児童数268名の
95.4％にあたる250名が遠距離通学をして
おり、補助金が支給されている。この地
域には様々な事情があり、学区変更が難
しいことは理解できるが、現状は、へき
地以外の一部の特定の地域に住んでいる
者がバス通学し、そこに補助が集中して
いる状況である。
　通常では考えにくい状況で、補助金と
して公費を支出している以上、学区変更
については、今後も継続的に検討してい
く必要があると考える。また、学区変更
が難しくて出来ない場合であっても、補
助金の透明性の観点から、地域住民以外
の市民に対しても、学区変更が出来ない
理由などの情報を公開し、市民への説明
責任を果たすことも必要と考える。

　平成34年度に市内全域を対象とした小中一貫校化
を目指していることや地域の実情等を踏まえ今後、
通学区域の再編等を検討することから、当該補助金
についても並行して検討していきます。
（学事課）

措置済 28年度
Ⅵ．補助金等
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72

１．遠距離通学費
補助金
（２）定期券購入
事務について

　この補助金の支給事務について、委任
状では、「交付申請、請求及び受領に関
する」権限は、保護者から委任されてい
るが、定期券の購入までは、委任されて
はいない。現状では、保護者からの委任
を受けていない定期券購入事務を、学校
側が行っている状態となっている。
　この補助金を受給するのは対象児童・
生徒の保護者であり、補助金の処分を行
う権利があるのも保護者であると考えら
れる。保護者からの委任がない状態で、
学校側が定期券を購入することは、適切
ではないため、現状の事務処理を改め、
適切な処理を行う必要がある。

　定期券の購入については、保護者の利便性・公平
性を考慮し、取りまとめ一括で購入している学校も
あります。
　平成28年度からは、対象児童・生徒の保護者が自
ら購入することとしました。
（学事課）

措置済 28年度

73

２．静岡市高等学
校定時制通信制教
育振興会補助金
（１）旧静岡市振
興会と旧清水市振
興会への補助水準
について

　本来、公平性が求められる補助金にお
いて、生徒１人あたりの補助金額が、旧
静岡市は587円、旧清水市は11,208円と大
きく違う現状は、不公平な取扱いと考え
られる。
　この制度は、旧静岡市と旧清水市の合
併前から存在するものであり、旧２市間
での補助度合いの差から生じている部分
が多いものと推測される。
しかし、平成15年4月における両市の合併
から、すでに12年も経過しているため、
市として両団体に対する補助度合いを再
考する必要があると考える。

　振興会の構成高校は、旧静岡市４校、旧清水市１
校で組織されており、その目的及び補助対象経費も
同じです。
　しかし、それぞれの振興会の活動量・内容に違い
があるため、結果的に、補助金額に差が生じている
ものです。
（学事課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

74

２．静岡市高等学
校定時制通信制教
育振興会補助金
（２）支出内容の
妥当性について

　旧清水市振興会では、清水東高校の教
室冷暖房使用料を補助の対象としてい
る。しかし、清水東高校は県立高校であ
り、仮に市が負担しなかったところで、
本当に必要であれば、県費で支出が行わ
れるはずである。旧静岡市振興会では、
教室冷暖房使用料に対する補助を行って
いないことから、これを補助対象とする
ことは、中止にするべきである。
　また、定時制授業用液晶テレビやブ
ルーレイプレイヤーについても、定時制
専用の施設があるわけではなく、全日制
でも使用する可能性がある。このような
支出を補助対象とすることも、この補助
金の趣旨から考えると、適切でないと言
わざるをえない。補助の対象となる支出
について、見直しを行うとともに、事業
実施明細書を厳しくチェックすることが
必要である。

　当該補助金は、旧清水、旧静岡に限らず市域全体
の定時制通信制高校の振興会を支援するものです。
清水東高校では東高後援会が教室冷暖房の設置及び
ガス使用料を負担しており、支払う教室冷暖房使用
料のうち定時制部分について当該振興会が負担して
いるもので、補助金交付要綱に規定する補助対象経
費に該当します。
　また、授業用液晶テレビ等についても、定時制独
自の授業のみに使用するものであり、補助対象経費
に該当します。
（学事課）

措置済 28年度
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75

２．静岡市高等学
校定時制通信制教
育振興会補助金
（３）補助の見直
しについて

　この補助金については、交付先の事業
規模や補助の支出内容を見る限り、50年
前に掲げた当初の目的はすでに達成さ
れ、補助の役割はすでに終えていると考
えられる。補助の目的や今後も補助を継
続する必要性等について、あらためて見
直しを行う必要があると考える。
　また、この補助金では、最終的な補助
の対象となっている学校は、静岡県立高
校４校と静岡市立高校１校である。公費
の負担が必要な場合でも、例えば、県立
高校の場合は、この補助金を団体経由で
はなく直接学校に交付する、もしくはＰ
ＴＡに対して交付する、市立高校の場合
は、予算措置を講じるなど、振興会への
補助とは別の方法も考えられる。現状と
は異なる方法により、同じ目的を果たす
ことが可能かどうかについても検討を行
うべきである。

　振興会の運営は、高校の定時制通信制教育の振興
と諸機関及び雇用主との連携協力を深めることによ
る生徒の健全な学習機会の確立を図るものであるこ
とから、振興会が果たす役割は大きく、補助金の役
割は終えているとは考えておりません。
　今後も補助の目的、効果などについての検証を行
いながら、必要とする経費については補助金を交付
していきます。
（学事課）

措置済 28年度

76

２．静岡市高等学
校定時制通信制教
育振興会補助金
（４）決算書と事
業実施明細書の不
整合について

　旧清水市振興会から提出された実績報
告書に添付されている静岡県立清水東高
等学校定時制教育振興会会計決算書と、
事業実施明細書の支出金額について、一
部不整合があった。補助金の支出に影響
を与えるものではないが、本来であれ
ば、担当者が適切にチェックを行い、資
料の再提出をさせるなどの措置を行う必
要があった。

　補助金交付事務について、複数人でのチェックを
徹底するとともに、申請者に対し適正な事務処理の
指導を行いました。
（学事課）
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77

３．篤志奨学金
（給付金）、奨学
金貸付金
（１）適切な選考
手続について

　静岡市奨学金申込者調査票における申
込者全員の成績を見ると、選考委員会で
検討された３名（5教科平均2.50以下）の
他に、5教科平均が2.50から3.00の間であ
る申込者が複数名存在していた。これら
の者については、選考基準で定める学力
水準（概ね3.00以上）を満たしていない
にもかかわらず、何ら検討がなされない
まま、奨学金の貸与が行われていること
になる。
　選考委員会で検討された場合でも、奨
学金の貸与は行われる結果となったと思
われるが、本来あるべき必要な手続が行
われていなかったことは否めない。
　選考基準に則り、適切な選考手続を行
う必要がある。

　育英奨学金の貸与基準には、収入基準と学力基準
があります。選考委員会で先に応募者全員を収入基
準で審査し、基準を満たしている中で、次に学力基
準により審査を行います。学力基準（概ね3.00以
上）を満たしていない者については、再度選考委員
会で成績の数値以外に特定の分野において特に優れ
た資質能力がある者などを学校長の推薦調書等を参
考に選考委員会で協議し決定しています。今回の場
合は、部活動において特に優れた資質能力を評価し
決定としました。
（学事課）

措置済 28年度

78

３．篤志奨学金
（給付金）、奨学
金貸付金
（２）給与所得家
庭と事業所得家庭
の公平性について

　奨学金の対象となる生徒を選考するに
あたっては、申込者の世帯の収入状況も
判定の基準となっている。具体的に見る
と、例えば、申込者Ｃは家計収入が850万
円であるのに対し、申込者Ｄは家計収入
が300万円であり、収入ベースでは、申込
者Ｃのほうが550万円多くなっている。し
かし、給与控除額等の控除を考慮する
と、最終的には、申込者Ｃに奨学金が支
給され、申込者Ｄには奨学金が支給され
ない結果となっている。
　現在の制度は、給与収入を得ている家
庭に甘く、本来であれば、支給を受ける
べき家庭に、奨学金が支給されない制度
となっているのではないだろうか。公平
性の観点から、奨学金については、本当
に修学困難で奨学金を支給すべきと考え
られる家庭に対し、奨学金を支給出来る
ような制度の構築を再考する必要がある
と考える。

28年度　育英奨学金は、優秀な人材の育英及び市の発展に
資する優秀な人材の育成を目的とする貸与型の奨学
金です。
　市では日本学生支援機構の前年度の基準を参考と
して、収入基準を決定しています。これは、日本学
生支援機構の当年度の基準に漏れた奨学生を、前年
度の基準に沿って審査した場合、市の奨学金の貸与
を受けられる可能性があることを考慮したもので
す。
　また、市育英奨学金制度に平成27年度から新たに
貸与した者が卒業後、一定の条件を満たした場合
は、返還金の２分の１を上限に免除する制度を導入
したことから、奨学金の募集枠を大幅に増やし多く
の貸与額を募る施策も展開しているところです。
　周知方法等や奨学金を必要とする奨学生にとって
なお、一層魅力ある制度の構築に努めていきます。
（学事課）
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79

３．篤志奨学金
（給付金）、奨学
金貸付金
（３）支援機構と
の相違について

　静岡市では、「市奨学生に対し１人で
も多く貸与できるよう」に独立行政法人
日本学生支援機構とは異なる基準を使用
しており、現状では、家計収入930万円の
家計に対しても、奨学金を支給している
状況である。
　所管課は、多額の給与所得控除を適用
することにより、奨学金の支給者を増や
すのではなく、募集方法を見直すことな
どによって、より多くの申込者を実現す
る方法を検討すべきである。支援機構が
選考基準を変更した経緯等を検討したう
えで、静岡市独自の給与所得控除の見直
しを行うとともに、市民にとって魅力の
ある制度内容の構築を行う必要があると
考える。

80

３．篤志奨学金
（給付金）、奨学
金貸付金
（４）事業評価に
ついて

　事業の目標達成率が70％台でありなが
ら、所管課が、事業の評価を「Ａ」と結
論づけているのは、自己評価の妥当性と
しては疑問の残るところである。静岡市
では、事務事業評価の主な目的として、
「説明責任の確保」、「成果志向の行政
運営」、「効果的・効率的な行政運営」
を挙げている。
　これらの目的を達成するためには、ま
ずは所管課が、自らの事業について、適
切な自己評価を行う必要があると考え
る。 

　事務事業評価の判断基準は「成果指標」と「活動
指標」があり、成果指標が目標を達成できなかった
が、活動指標において奨学金制度全体の事務処理や
返還免除制度の導入により利便性の向上を図るなど
制度の大幅な見直しを行ったことから、総合評価と
して「Ａ」としました。
（学事課）
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81

３．篤志奨学金
（給付金）、奨学
金貸付金
（５）奨学金貸付
金制度の今後のあ
り方について

　現状の奨学金貸付制度である月額
20,000円の少額の貸付というのは、奨学
金を必要とする学生にとって、必ずしも
利用しやすいものではないと考えられ
る。
　今後の静岡市の発展に資する優秀な人
材の育成に寄与するという目標を達成す
るためには、奨学金を必要とする者の立
場から、利用しやすい奨学金制度のあり
方について、大局的に検討し、今後の方
向性を定める必要があると考える。

　奨学金貸与者は、高校等、短大等、大学・大学院
生を対象に貸与しており、月額20,000円は、大学・
大学院生に対する貸与額で、高校生から大学院生ま
での多くの学生に公平・公正に貸与できるよう定め
ています。
　市の奨学金制度は、他の奨学金との併給も可能で
あり、返還免除制度を活用し、卒業後の返還が少し
でも軽減でき利用しやすいものと考えます。今後
は、利用者の意見や社会経済情勢等を調査し、貸与
額及び給付型との併給について検討していきます。
（学事課）

措置済 28年度

82

４．中山間地域学
校ＰＴＡ校外教育
支援事業補助金
（１）補助対象事
業としての適切性
について

　中山間地域に所在する学校が校外教育
活動を行う際には、中山間地域に所在し
ない学校と比べ、多額の交通費が必要と
なることがある。そこで、それを理由に
校外教育活動が行われないことがないよ
うに、補助金を交付し、中山間地域にお
ける教育の振興に寄与するというのが、
この補助金交付の趣旨である。
　しかし、この趣旨からすると、中山間
地域の学校でも、中山間地域以外の学校
でも、同様な交通費を要する事業につい
て、これを補助の対象とすることは、適
切ではないと考える。また、このような
事業について、中山間地域の学校にの
み、補助金を支出することは、公平性の
観点からも問題がある。補助金の交付の
趣旨を踏まえて、補助対象事業の定義を
再考すべきであると考える。

　中山間地域の学校は、現状においても交通条件及
び地理的条件に恵まれず、通学や校外教育活動の実
施などが困難な状況にあります。その地域間格差を
是正し、市街地の学校と同様、必要とされる教育機
会を確保することを目的に、保護者の負担する交通
費の一部を補助しています。
　近年では、さらに児童生徒数が減少しているな
か、地域学校間の交流活動や、職業体験・郷土教育
等、教育内容のさらなる充実が求められており、校
外教育活動にかかるバス借上げ等の保護者の経済的
な負担は、市街地にある学校と比べ大きくなってい
ます。
　指摘の内容について検討した結果、上記の理由か
ら引き続き当該事業を継続することとしました。
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83

４．中山間地域学
校ＰＴＡ校外教育
支援事業補助金
（２）補助金交付
先の公平性につい
て

　この補助金の交付先は、中山間地域の
学校が対象となっているが、市の面積が
拡大している現状においては、中山間地
域という視点だけではなく、新たに検討
すべき地域が生じているのではないかと
考えられる。
　このような点を考慮し、より多くの幼
稚園、小中学校に「地理的条件による学
習活動の制限緩和を図る」機会を与える
ことが出来るように、補助の対象校につ
いて、見直しを行う必要があると考え
る。

　指摘事項にある旧蒲原町、旧由比町に所在する学
校で、市街化区域外の学校における校外教育活動の
実態を確認したところ、バスの借り上げをせず、公
共交通機関を利用しており、その費用は市街地に所
在する学校と比較しても、過度な負担となっている
額ではありませんでした。
　当該補助金の対象校については、交通条件に恵ま
れない地域に所在する学校を対象としていることか
ら、指摘事項にある対象校の見直しについては行わ
ないこととしました。
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84

１．失格者数の多
い工事について

　調査した競争入札の中に、入札者９者
のうち、８者が最低制限価格未満の入札
価格であったため、失格となっている工
事が見受けられた。これらの８者は、最
低制限価格からそれほど乖離のない金
額、すなわち、ダンピングとは考えにく
い入札価格で失格扱いとされている。結
果として、この工事の落札者は、最も高
い価格で入札したものとなっている。こ
れは、競争入札制度の本来の趣旨であ
る、市場原理の導入による財政支出の抑
制と相反する結果といえる。
　最低制限価格の決定について、例えば
名古屋市では、予定価格の各工事費等か
ら算出される金額に加え、平均入札価格
の95％という金額が加味されている。最
低制限価格を設定することにより、競争
入札制度の本来の趣旨を損なうことがな
いよう、静岡市においても、市場の相場
を反映させることのできる制度への変更
を検討する必要があると考える。

　最低制限価格は、競争入札により工事又は製造そ
の他についての請負の契約を締結しようとする場合
において、当該契約の内容に適合した履行を確保す
るため特に必要があると認めるときに設定し、ダン
ピング受注を防止する役割があります。
　ダンピング受注には、工事の品質低下をはじめ、
下請業者へのしわ寄せ、公共工事に従事する者の賃
金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底等を
招くおそれがあります。建設工事においては、ダン
ピング受注が発生した場合の社会的影響がとりわけ
大きいため、財政支出の抑制よりもダンピング受注
の防止が優先するものと考え、最低制限価格を設定
しております。
　ご指摘の入札については、この考え方に基づき入
札を執行した結果、最低制限価格を下回ったことに
より失格者が発生したものです。
　名古屋市において実施している制度については、
「あらかじめ最低制限価格を設ける（地方自治法施
行令第167条の10第２項）」こととするとの点から議
論の余地があること、また、昨年度、静岡市建設工
事請負契約研究委員会において、現行制度との比較
検討を行った結果を踏まえて、直ちに採用する考え
はありません。（契約課）

※ダンピング受注･･･その請負の額によっては公共工
事の適正な施工が通常見込まれない契約の締結

措置済 28年度
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85

２．指名競争入札
における最低制限
価格の設定につい
て

 指名競争入札４工事で、最低制限価格未
満の入札を行ったとして、各入札で１者
から２者の失格者が出ている。失格者の
入札金額と最低制限価格の差は、それほ
ど多額とはいえない金額である。選定さ
れた業者のみが参加する指名競争入札に
おいて、最低制限価格制度を適用する
と、わずかに最低制限価格を下回っただ
けで、指名された業者が、画一的に失格
となってしまう。これでは、市が指名競
争によって享受すべきコスト削減メリッ
トを放棄する結果になる。
指名競争の場合には、競争入札の本来の
趣旨を損なうことがないように、最低制
限価格の設定を行わないといった対応も
検討することが必要である。もしくは、
最低制限価格を計算式で算定された金額
よりも低い金額で設定するなどの措置を
講じることが必要と考える。

　最低制限価格は、競争入札により工事又は製造そ
の他についての請負の契約を締結しようとする場合
において、当該契約の内容に適合した履行を確保す
るため特に必要があると認めるときに設定し、ダン
ピング受注を防止する役割があります。
　ダンピング受注には、工事の品質低下をはじめ、
下請業者へのしわ寄せ、公共工事に従事する者の賃
金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底等を
招くおそれがあります。
　建設工事においては、ダンピング受注が発生した
場合の社会的影響がとりわけ大きいため、特に必要
があると認めるときとして、予定価格１億5,000万円
未満のすべての入札工事（総合評価方式を除く）に
おいて最低制限価格を設定しております。
　本市では、地方自治法に基づき一般競争入札を原
則としており、指名競争入札については、特殊な工
法、技術等を必要とする工事、過去の施工実績を特
に勘案する場合等の要件にあてはまる場合に限り、
例外的に採用しております。指名競争入札において
も、一般競争入札と同様にダンピング受注を防止す
る必要があると考えているため、最低制限価格を設
定しております。
（契約課）
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86

３．地方自治法施
行令第167条の10第
2項に定める「特に
必要があると認め
るとき」の適用に
ついて

　静岡市においては、予定価格1億5,000
万円未満の入札工事（総合評価方式を除
く）は、すべて一律に最低制限価格の設
定対象としている。つまり、地方自治法
施行令第167条の10第2項の「特に必要が
あると認めるとき」とは、静岡市では、
予定価格1億5,000万円未満の入札工事
（総合評価方式を除く）のすべてと判断
していることになる。
　しかし、現状は、最低制限価格の設定
により、著しく低い価格でない入札者を
失格者としているなど、入札の競争原理
によって本来得られるコスト削減メリッ
トを放棄する結果となっている。施行令
に定める「特に必要があると認めると
き」の趣旨を再考し、競争入札本来の意
義を失わないよう、現状の最低制限価格
制度のあり方について見直すことが必要
と考える。

　最低制限価格は、競争入札により工事又は製造そ
の他についての請負の契約を締結しようとする場合
において、当該契約の内容に適合した履行を確保す
るため特に必要があると認めるときに設定し、ダン
ピング受注を防止する役割があります。
　ダンピング受注には、工事の品質低下をはじめ、
下請業者へのしわ寄せ、公共工事に従事する者の賃
金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底等を
招くおそれがあります。
　建設工事においては、ダンピング受注が発生した
場合の社会的影響がとりわけ大きいため、特に必要
があると認めるときとして、予定価格１億5,000万円
未満のすべての入札工事（総合評価方式を除く）に
おいて最低制限価格を設定しております。
（契約課）
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87

４．最低制限価格
の算定方法につい
て

　最低制限価格の最低水準は、予定価格
の10分の7とされている。しかし、今回の
監査対象29件の合計額で見た場合、最低
制限価格は予定価格の88.2％と非常に高
い水準に設定されている。要綱には、
「予定価格に10分の7を乗じて得た額に満
たない場合にあっては10分の7を乗じて得
た額とする」という規定がある。しか
し、現状の計算過程から、予定価格の10
分の7を下回る最低制限価格が算出される
ことはありえないため、この規定は、実
際には利用されることがないものである
と言わざるを得ない。
　国土交通省の設定している基準である
とはいえ、実際に起こり得ない事象を要
綱上定めている必要性はなく、むしろ、
静岡市独自の最低制限価格制度を考案し
てもいいいのではないかと考える。この
ような規定については見直しを行うべき
と考えるが、変更できない場合でも、前
述の名古屋市のような条件を加味するこ
とにより、最低制限価格を引き下げる工
夫が必要と考える。

　最低制限価格は、競争入札により工事又は製造そ
の他についての請負の契約を締結しようとする場合
において、当該契約の内容に適合した履行を確保す
るため特に必要があると認めるときに設定します。
　現在の算定式では、最低制限価格が予定価格の10
分の７を下回る可能性は低いと考えられますが、当
該規定は最低制限価格の下限が予定価格の10分の７
であることを明らかにするために設定しているもの
です。
　なお、現在本市では、公共工事に関する契約制度
の運用の合理化を図るために国が設立した、中央公
共工事契約制度運用連絡協議会（中央公契連）が定
める算定式のモデルを準用しており、独自の制度を
検討する考えはありません。また、前述のとおり、
名古屋市において実施している制度を直ちに採用す
る考えはありません。
（契約課）
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88

５．「過去の入札
の実例」を考慮し
た最低制限価格の
設定について

　監査の対象とした29件の修繕工事の中
に、４件の防球ネット工事があったが、
最低制限価格は、すべて予定価格の90％
と最も高い水準に設定されている。入札
の状況を見ると、どの工事においても、
すべての入札参加者が最低制限価格とほ
ぼ同額の金額で入札を行っていることが
わかる。この入札結果を検討すると、最
低制限価格で入札をしてくるのが、業界
の相場であると判断できる。
　このような実績を、契約規則上明記さ
れている「過去の入札の実例」として最
低制限価格の算定時に考慮すれば、現状
を上回る歳出削減が可能になると考え
る。今後は、契約規則に記載のとおり、
過去の入札の実例を加味した最低制限価
格の設定を積極的に行い、経費の最小化
に取り組むべきである。

　最低制限価格については、静岡市契約規則第11条
第２項及び静岡市建設工事最低制限価格制度実施要
綱に基づき、すべての入札を個別具体的に検討し設
定しております。
　また、前述のとおり、最低制限価格はダンピング
受注を防ぐために設定するものであり、経費の最小
化を目的とするものではありません。（契約課）
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６．最低制限価格
の調整について

　予定価格の10分の9より若干低い金額を
最低制限価格としている工事について、
その理由を確認したところ、「予定価格
に10分の9を乗じて得た額から1,000円未
満の端数を切り捨てて最低制限価格とし
ました」とのことであった。
要綱第３条では、「10分の9を乗じて得た
額を超える場合にあっては、10分の9を乗
じて得た額とし」と規定されており、
1,000円未満の端数を切り捨てるという定
めはない。このため、本来であれば、
1,000円未満の端数を切り捨てる前の金額
を最低制限価格として設定すべきであっ
た。

　平成28年度中に、端数を切り捨てる定めを要綱に
盛り込みます。（契約課）
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90

７．予定価格調書
の様式について

　予定価格調書の様式では、「入札書比
較価格」という文言が、２箇所において
異なる意味で使用されている。
　しかし、調書の様式として、同じ「入
札書比較価格」という表現により、異な
る金額を記載するのは、誤解を招く恐れ
がある。
　「最低制限価格の入札書比較価格」と
記載する、あるいは、「税込」や「税
抜」であることを明示するなど、文言を
修正する必要がある。

　平成28年度中に、予定価格の入札書比較価格であ
るか最低制限価格の入札書比較価格であるかが明確
になるよう、様式を修正します。（契約課）
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①措置内容の未公表について
　地方自治法第252条の38第６項の規定に
より、包括外部監査の指摘に対して、措
置を講じたときには、監査委員への通知
とその内容の公表が行われなければなら
ない。
　しかし、所管課は、措置を講じたにも
かかわらず、その旨を監査委員へ通知し
ていないため、措置の内容が、市民に対
して公表されていない状況である。
　これは、自治法の規定に違反するもの
である。
　包括外部監査の指摘に対し、たとえ措
置を実施したとしても、それが監査委員
へ通知されなければ、措置の内容が市民
へ公表されないため、市民への説明責任
を果たすことができない。
　監査報告書の公表から、すでに５年以
上が経過している。市民への説明責任を
果たすため、自治法の規定に則った処理
が必要である。

　指摘のとおり、措置を講じた指摘事項について
は、監査委員へ通知しました。
（教育総務課課）

措置済 28年度１．補助金
（１）校長会等教
育研究事業補助金

Ⅷ．過年度包括外部監査の措置状況



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

②「市の政策目的に合致したものか」に
ついて
　所管課の認識では、この補助事業に対
して、第２次静岡市総合計画上の位置付
けは「ない」というのが結論である。し
かし、その一方で、市民に対しては、第
２次総合計画では「子どもたちの「生き
る力」をはぐくむ教育の推進」に位置付
けられていると公表しているわけであ
る。両者は矛盾していることになる。
　所管課の認識が正しいとすれば、市民
へ公表した内容が誤っているということ
になる。市民へ誤った内容を公表してい
るのであれば、それ自体、非常に問題の
ある行為である。逆に、所管課の認識が
誤っており、外部監査人へ２度誤った回
答をしていたとしても、それも問題のあ
るものと言わざるをえない。
　結果がいずれであるにせよ、所管課
は、市民に対し正しい内容を公表し、市
民への説明責任を果たす必要がある。

　外部監査人の照会を、総合計画への実施計画の登
載有無についてと誤認して回答したものであり、校
長会等教育研究事業補助金は、第２次総合計画上に
位置付けられています。
（教育総務課）
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（２）市ＰＴＡ連
絡協議会運営事業
費等補助金
（３）静岡市中山
間地域学校ＰＴＡ
校外教育支援事業
補助金
（４）生徒指導対
策事業補助金
（５）静岡市中学
校体育連盟運営事
業費等補助金
（６）中学校部活
動振興育成会運営
事業費等補助金

①措置内容の未公表について
１．補助金（１）の指摘内容と同じ。

　指摘のとおり、措置を講じた指摘事項について
は、監査委員へ通知しました。
（学校教育課）

措置済 28年度

（９）措置状況が
公表されていない
ものについて

　現状の管理方法においても、平成21年
度以前の包括外部監査の指摘事項につい
ては、これまで記載してきたものの他に
も、措置の内容が公表されていないもの
が存在している可能性がある。
　平成21年度以前の指摘事項について、
各所管課は、措置が行われているにもか
かわらず、監査委員への通知が行われて
いないもの、すなわち、地方自治法に違
反するものがないかどうかを、あらため
て調査をする必要があると考える。

　平成21年度以前の包括外部監査の指摘事項につい
て調査を行ったところ、平成21年度包括外部監査で
は、監査対象となった244補助金中、141補助金にお
いて、未措置（一部措置済）であるため、平成28年
８月に、関係課に対し措置報告依頼をし、措置済の
ものについては監査委員への通知を行います。
　また、平成20年度包括外部監査において、２件の
未措置が確認できたため、関係課に対し、措置報告
依頼を行いました。今後、措置済の報告があれば、
監査委員に通知します。
　※平成19年度以前については、すべての指摘に対
し、措置がなされており、その内容が公表されてい
ます。
（コンプライアンス推進課）
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92

２．市有財産の有
効活用について
（２）既存施設の
大規模改修工事に
係るコストの把握
について①

　大規模改修工事の優先順位付けのガイ
ドライン（判断基準等）について、所管
課が検討をしていることは確認できた。
　しかし、外部監査の指摘に対して、措
置が実施済であると言えるのは、現在策
定している学校施設整備計画が完成し、
優先順位付けのガイドラインが明記され
た時点である。整備計画を策定中の現状
では、措置が完了しているとは言えない
状況である。
　所管課は、整備計画が完成し、優先順
位付けのガイドラインが明記された時点
において、あらためて地方自治法第252条
の38第6項の規定にしたがい、措置を実施
した旨を監査委員へ通知し、措置内容の
公表を通して、市民への説明責任を果た
す必要があると考える。

　静岡市学校施設整備計画【整備方針】に基づく学
校施設整備実施計画については、平成28年度中に第
３次総合計画の実施計画に登載します。
（教育施設課）
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２．市有財産の有
効活用について
（３）既存施設の
大規模改修工事に
係るコストの把握
について②

　大規模改修工事のトータルコストにつ
いて、所管課が把握をしていることは確
認できた。しかし、【現状】の所管課の
回答からもわかるとおり、小中一貫教育
の学校配置計画や工事手法の選択結果に
よっては、大規模改修工事のトータルコ
ストは大きく変動する可能性があるとい
う状態である。
　前述（２）と同様に、市民への説明責
任を果たすため、所管課は、整備計画が
完成し、トータルコストが明確になった
時点で、あらためて監査委員への通知を
行い、市民へその内容を公表する必要が
あると考える。

　静岡市学校施設整備計画【整備方針】に基づく学
校施設整備実施計画については、平成28年度中に第
３次総合計画の実施計画に登載します。
（教育施設課）
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94

２．市有財産の有
効活用について
（４）学校施設バ
リアフリー化推進
指針について

　これについても前述（２）と同様に、
外部監査の指摘に対して、措置が実施済
であると言えるのは、現在策定している
学校施設整備計画が完成し、学校施設の
バリアフリー化の基本方針が明記された
時点である。現状は、措置が完了してい
るとは言えない状態にある。
所管課は、整備計画が完成し、バリアフ
リーの基本方針が明記された時点におい
て、あらためて措置を実施した旨を監査
委員へ通知し、措置内容の公表を通し
て、市民への説明責任を果たす必要があ
ると考える。

　学校施設のバリアフリー化に向けた基本方針につ
いては、平成25年３月に策定した静岡市学校施設整
備計画の中で示しています。具体的な施設整備につ
いては、第３次総合計画の実施計画に登載される施
設の改築や大規模改修事業等の中で実施していきま
す。
（教育施設課）
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95

２．市有財産の有
効活用について
（５）措置済と
なっていないもの
の取扱いについて

　包括外部監査の指摘事項に対する「措
置済」と「未措置」の定義について、市
の考え方が文書化されたものはなく、現
状の管理方法についても、市のルールと
して文書化されているわけではなかっ
た。
　市民への説明責任の観点から、行政管
理課では、引き続き、「未措置」のもの
が「措置済」となるまで、継続的にフォ
ローを続けていく必要がある。
　その際には、「措置済」と「未措置」
の考え方や、包括外部監査の結果に対す
る対応方法などのルールについて文書化
しておき、今後も継続的に管理する仕組
みを構築しておくことが必要と考える。

　平成28年度より、各課に対する措置報告依頼文
に、以下のとおり、「措置済」と「未措置」の考え
方について、明記しました。
【措置済】
・措置を実施したもの
・措置を実施する方針が決定しているもの
・指摘事項に対する措置をしない方針を決定したも
の（監査人との見解の相違であり、市民に対し、措
置をしない理由を説明することで措置済とする）
【未措置】
・今後、措置を実施する予定であるが、市として明
確な方針が決定していないもの（時期が未定のもの
も含む。）
・措置をするかどうかも含め、検討段階のもの

　また、職員に対し、包括外部監査制度の周知や監
査結果の対応方法を徹底するために、「（仮）包括
外部監査の手引」を作成し、e-Net掲示板等で共有し
ます。
　今後も、未措置のものについては、定期的に（年
に一度）、関係課に措置状況の報告を求めるととも
に、措置を講じた時は、年度の途中であっても措置
報告をするよう指導することで、継続的に管理して
いきます。
（コンプライアンス推進課）
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